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障害者雇用対策事業

教育庁総務課

１ 目 的

障害のある人もない人も互いに地域で支え合い、生き生きと暮らしていける社

会を目指す「ノーマライゼーション」の理念に沿って、障害者が働くことを通じ

て社会に参加できるよう、教育委員会の職場において障害者の雇用を行う。

２ 概 要

事務補助等に従事する会計年度職員として、障害者３８名を雇用する。

（１）業務内容

・事務補助（パソコンデータ入力、ウェブサイト更新、書類整理等）

・業務補助（収蔵物・図書の整理、職員室内での教務補助等）

・現業補助（敷地・校舎・校地環境整備等）

（２）配置予定先

・本庁各課室、教育事務所、教育機関（学校を除く。）

・県立学校

・市町村立の小中学校及び義務教育学校

（３）雇用条件

障害者手帳等の交付を受けている者

（４）新規採用する場合の募集方法

ハローワークの障害者専用求人による。

３ 予算額

７４，１３１千円（ ７３，９４０千円 １９１千円）

４ 障害者雇用の現状

障害者数

対象職員数 対象事業 実雇用率
法 定

不足数
対象事業 合 計 雇用率

以 外

令和３年度（実績） 7,524.5人 155.5人 35.5人 191.0人 2.54% 2.50% 0人

令和４年度（見込） 7,420.5人 147.5人 38.0人 185.5人 2.50% 2.50% 0人

※障害者１人について、重度障害者は２人、短時間職員は０．５人に換算。
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私立学校運営費補助金

教育庁総務課

１ 一般補助

（１）目 的 私立高校５校に対して、人件費を含む運営費やＩＣＴ環境の整備

等に要する経費を助成する。

（２）補助単価

年度 生徒単価
内 訳

国 庫 交付税 県単嵩上

高 校 令和3年度 367,954円 56,898円 288,800円 22,256円

（全日制） 令和4年度 371,379円 57,523円 291,600円 22,256円

（３）予算額 ８２７，５６３千円（ 116,227千円 711,336千円）

２ 過疎地域私立高等学校特別補助

（１）目 的 過疎地域の私立高校に対して、一般補助に加えて助成する。

※過疎地域：昭和４５年度と比較して生徒数が４５％未満と

なった地域

（２）予算額 １５，７０７千円（ 5,235千円 10,472千円）

３ あきた私学魅力アップ支援事業費補助

（１）目 的 私立高校の魅力ある学校づくりを支援するため、特色ある教育活

動に対して助成する。

（２）補助単価 １校当たり①から⑦のうち３事業までを選択して申請できる。

補助対象事業 補助単価（上限）

①次世代を担う人材育成の促進
３０万円

②教育相談体制の整備

③職業・ボランティア・文化・健康・食等の教育の推進

④安全確保の推進

⑤特別支援教育に係る活動の充実 ２０万円

⑥ＩＣＴ教育環境の整備推進

⑦外部人材活用等の推進

（３）予算額 ３，０００千円（ 1,500千円 1,500千円）
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県立学校整備事業

総務課施設整備室

１ 建築工事分の概要

（１）能代科学技術高校

（統合高校）

・継続費設定：令和元～５年度

・継続費総額： 5,946,815千円

・令和４年度事業

予算額： 891,321千円

工事内容

第二体育館、部室棟の建築

旧部室棟の解体 等

（２）横手高校

（単独改築）

・継続費設定：令和２～７年度

・継続費総額： 6,255,059千円

・令和４年度事業

予算額：1,326,477千円

工事内容

管理校舎棟の建築 等

（３）大曲高校

（単独改築）

・継続費設定：令和３～８年度

・継続費総額： 6,981,010千円

・令和４年度事業

予算額：1,787,077千円

工事内容

校舎棟の建築

テニスコートの造成（別敷地）

校舎　完成済

実習棟　完成済
第一体育館

　完成済

第二体育館

　～Ｒ４建築

部室棟　Ｒ４建築

校舎　～Ｒ４建築

校舎　～Ｒ５建築
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（４）鹿角小坂地区統合校

（統合高校）

・継続費設定：令和３～６年度

・継続費総額： 3,711,180千円

・令和４年度事業

予算額：1,152,783千円

工事内容

実習棟、屋内運動場の建築

管理棟、教室棟の改修

（５）比内支援学校

（単独改築）

・継続費設定：平成３０～

令和５年度

・継続費総額： 3,201,074千円

・令和４年度事業

予算額： 281,534千円

工事内容

寄宿舎棟、食堂棟の建築

旧寄宿舎棟、食堂棟の解体

２ 建築設計分の概要

（１）金足農業高校（単独改築）

継続費設定：令和３～５年度 継続費総額：344,238千円

令和４年度事業 事 業 費：248,622千円

事業内容：基本・実施設計、地質調査 等

（２）湯沢高校（単独改築）

継続費設定：令和３～５年度 継続費総額：297,160千円

令和４年度事業 事 業 費：180,885千円

事業内容：基本・実施設計、地質調査 等

（３）栗田支援学校（単独改築）

継続費設定：令和３～５年度 継続費総額：178,060千円

令和４年度事業 事 業 費：129,492千円

事業内容：基本・実施設計、地質調査 等

実習棟　Ｒ４建築

管理棟　Ｒ４改修

教室棟　Ｒ４改修

食堂　Ｒ４建築

校舎　完成済

体育館　完成済

寄宿舎　Ｒ４建築
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教職員の給与費について

教職員給与課

１ 概 要

教育委員会関係職員の令和４年度当初予算（案）における給与費

２ 予算額

８４，４０３，９６１千円

２，１７４，３４３千円 １３，３５２，１３０千円

２４，７８９千円 ６８，８５２，６９９千円

３ 内 容

（主な増減理由）

・給 料 の 減 教職員数の減

・期末手当の減 給与改定で０．１月引き下げたことによる減

・退職手当の増 退職者数の増 正職員５４０人（前年度比５９人増）

※参考：給与算定人員数

（単位：千円、人）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 当 初 予 算

（Ａ） （Ｂ） (Ａ)－(Ｂ) (Ａ)／(Ｂ)

9,122 9,229 △ 107 98.8% 

40,187,315 40,998,253 △ 810,938 98.0% 

31,221,942 31,229,999 △ 8,057 99.9% 

 期末手当 8,607,701 9,152,549 △ 544,848 94.0% 

 退職手当 10,894,260 10,115,839 778,421 107.7% 

 その他の手当 11,719,981 11,961,611 △ 241,630 98.0% 

12,994,704 13,242,560 △ 247,856 98.1% 

84,403,961 85,470,812 △ 1,066,851 98.8% 

人　　　　　員

給　　　　　料

職 員 手 当 等

共　　済　　費

合　　　　　計

区 分
比　較　額 比 較 率

（単位：人）

令和４年度当初 令和３年度当初 増　減

（Ａ） （Ｂ） (Ａ)－(Ｂ)

1 1 0 

8,152 8,214 △ 62 

969 1,014 △ 45 

教　　育　　長

正　　職　　員

臨 時 講 師 等

人 員 内 訳
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保育士・幼稚園教諭等に係る処遇改善について

幼保推進課

１ 目 的

現在国が行っている保育士等の処遇改善（３％程度（月額９，０００円））に

関する補助事業が令和４年９月で終了することから、１０月以降の処遇改善に関

する費用について県が支援する。

２ 概 要

（１）子どものための教育・保育給付支援事業

①対 象 子ども・子育て支援新制度の対象となる保育所等（市町村から給付）

②負担割合 国１／２（市町村へ直接交付）、県１／４、市町村１／４

③関連経費 ７８，５７３千円

※関連経費は、全体事業費５，９３９，０４０千円の内数

（２）私立幼稚園運営費補助金

①対 象 私学助成の対象となる幼稚園（新制度未移行園）

②補 助 率 国１／４、県１／４

③関連経費 ３，６６３千円

※関連経費は、全体事業費３２０，８７０千円の内数

３ 予算額（関連経費）

８２，２３６千円（ １，８３１千円 ８０，４０５千円）

内訳 ・補助金 ８２，２３６千円

【子ども･子育て支援新制度による支援のイメージ】

R4.2月 R4.10月 R5.4月

公費負担額
(国1/2 県1/4 市町村1/4)

処遇改善事業 (国)     (処遇改善継続分)

- 7 -



わか杉っ子！育ちと学び支援事業

幼保推進課

１ 目 的

令和４年度から全ての子どもに格差なく質の高い学びを保障することを目指す

「幼児教育スタートプラン」を国が開始するのに併せ、従来の県と市への教育・

保育アドバイザー配置を主とした取組に加え、全県域での支援体制強化等により、

幼児期の教育と小学校教育との円滑な接続など教育・保育の充実を図る。

２ 概 要

（１）わか杉っ子！育ちと学びステップアップ事業 １９，３２８千円

県と事業実施市に教育・保育アドバイザーを配置し、巡回訪問や研修会、公

開保育の開催等の取組に加え、アドバイザー連絡会議の開催など実施体制の充

実を図り、教育・保育の質的向上を目指す。

※事業実施市：大館、男鹿、横手、潟上、仙北、大仙、にかほ、能代

（２）（新）わか杉っ子！幼児教育スタートプラン推進事業 １，３７４千円

「学びに向かう力」を育む教育・保育の一層の充実に向け、幼児期の教育と

小学校教育との円滑な接続を推進するため、県内各市町村の取組等の調査・分

析、リーフレットの作成等により理解啓発を図るとともに、複数の施設による

合同研修の実施など全県域での支援体制を強化する。

３ 予算額

２０，７０２千円（ １８，５５４千円 ２，１４８千円）

内訳 ・報酬等 ２，３６０千円

・補助金 １６，４０６千円

・報償費、旅費 １，０１８千円

・需用費、通信費等 ９１８千円
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秋田県子育て支援等臨時対策基金条例の一部を

改正する条例案について【議案第８１号】

幼保推進課

１ 改正理由

子どもを安心して生み、育てることができる環境の整備に資するため、秋田県

子育て支援等臨時対策基金の設置期限を延長する必要がある。

２ 改正内容

秋田県子育て支援等臨時対策基金の設置期限を令和７年３月３１日（現行令和

６年３月３１日）に延長することとする。（附則第２項関係）

３ 施行期日

公布の日
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生徒指導総合支援事業

義務教育課

１ 目 的

児童生徒を取り巻く環境が複雑化・多様化している中、問題行動等の未然防止

や早期発見、早期解決を目指し、教育相談体制の充実を図る。

２ 概 要

（１）スクールカウンセラー等配置事業 ５４，４３０千円

児童生徒等の問題行動等の未然防止や早期発見、早期解決のために、中学校

スクールカウンセラー等の派遣時数を増やし、相談支援体制を強化する。

・中学校スクールカウンセラー（実人数３８名）

中学校、義務教育学校の後期課程１０５校に配置〔年間時数３５時間増〕

・広域カウンセラー（実人数４３名）

３教育事務所に配置し、域内の小学校に派遣〔年間時数９０時間増〕

・緊急支援カウンセラー（実人数４３名）

義務教育課に配置し、全県域の全校種に派遣

（２）スクールソーシャルワーカー活用事業 ２０，６６９千円

関係機関とのネットワークを活用し、児童生徒の問題行動等の改善を図るた

めスクールソーシャルワーカー２名を増員し、相談支援体制を強化する。

・３教育事務所、１教育事務所出張所、総合教育センター、秋田明徳館高校、

計６か所に合計１２名配置

（３）ＳＮＳ・電話相談事業 ６２７千円

ＳＮＳ（ＬＩＮＥ相談）を活用した相談体制を整備するほか、フリーダイヤ

ルの電話相談により、児童生徒・保護者等の不安や悩みを解消する。

・ＳＮＳ相談：中学生を対象とした夏季休業明けから１か月間のＬＩＮＥに

よる相談を実施

・電 話 相 談：児童生徒・保護者等の相談に対応するため、フリーダイヤル

「すこやか電話」を県内４か所で実施

（４）（新）小学校生徒指導研修実施事業 ３４５千円

小学校の生徒指導上の諸課題に即した具体的かつ組織的な取組の充実を図る

ため、担当教員及びスクールカウンセラーを参加対象とする小学校生徒指導研

究協議会を開催し、事例研修の充実を図る。

３ 予算額

７６，０７１千円（ ２４，０５５千円、 ５２，０１６千円）

内訳 ・報酬等 ６９，４１８千円

・旅費 ６，００６千円

・報償費、委託料等 ６４７千円
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（新）デジタル教育 未来へＲＵＮプロジェクト事業

高校教育課

１ 目 的

最新のＩＣＴ教材やＩＴ専門人材を活用した教育を推進し、これからのデジタ

ル社会で活躍するために必要となる論理的思考力、提案力、課題解決能力などの

資質・能力を身に付けた人材を育成する。

２ 概 要

プロジェクト１：全ての県立高校における最先端プログラミング教育の実施

○生徒の情報活用能力の向上

科目「情報Ⅰ」において、各種プログラミング教材を導入し、情報教育の充実

を図る。

・大学入学共通テストを見据えた「ＥｄＴｅｃｈ教材」の導入

・実習キット「マイクロビット」と１人１台端末によるプログラミング実習

・高校生マイクロビットコンテストの開催による学習成果の共有

※ＥｄＴｅｃｈ（エドテック）

Education（教育）とTechnology（科学技術）をかけ合わせた造語で、テクノロジー

を用いて教育を支援する仕組みやサービスのことを指す。

※マイクロビット

英国ＢＢＣが主体となって設計した教育向けマイコンボード。ＵＳＢケーブルで

パソコンと接続し、プログラムを書き込むことができる。

マイクロビット搭載ロボット
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○教員の指導力の向上

校内外の教員研修の充実とサポート体制の構築を図る。

・「ＥｄＴｅｃｈ教材」の活用方法に関する教員研修の実施

・県内ＩＴ関連企業による教員研修の実施

・Ｇｏｏｇｌｅ社による自治体パートナーシッププログラムへの参画

・ＩＣＴ活用推進モデル校の先進的なＩＣＴ活用事例の共有

プロジェクト２：普通高校におけるデジタル人材の育成

○デジタル探究コースの設置による専門的学習の推進

・高校普通科の一部にデジタル探究コースを設置

令和４年度：４校（大館国際情報学院、仁賀保、湯沢、羽後）

令和５年度：５校程度の拡充を予定

・Ｇｏｏｇｌｅ社による教育プログラム（コンピューターサイエンスに関する

学習支援、情報リテラシー教育、ＳＥとのオンラインセッションなど）

・ＩＴ分野著名人による講話、県内ＩＴ関連企業による授業支援

プロジェクト３：専門高校におけるデジタル人材の育成

○専門分野の強みを生かした協働的な学びの推進

・実習環境等のデジタルネットワーク化

・リモートセンシングシステムやロボット教材等の整備

・県内大学等の専門人材との連携

３ 予算額

１０９，１７４千円（ １０９，１７４千円）

内訳 ・報償費、旅費 ８，３２３千円

・需用費 ３５，０１５千円

・役務費 ４，０８０千円

・委託料 ３２，５９６千円

・使用料 ７５０千円

・備品購入費 ２８，４１０千円
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（新）全国高等学校総合文化祭あきた大会開催事業

高校教育課

１ 目 的

令和８年度の本県開催が内定している全国高等学校総合文化祭に向けて、先催

地視察を行うとともに、同年度に高校生となる小・中学生へのアプローチや世代

を超えた交流の場を設けるなど、大会運営に関わる生徒の育成及び指導者の資質

向上を図る。

２ 概 要

（１）開催準備委員会の設置

・教育委員会、知事部局、警察本部、高等学校文化連盟等から委員を選出

・大会基本方針検討等

（２）先催地の視察

・全国高等学校総合文化祭 東京都

・プレ大会 鹿児島県

（３）文化部活動体制の整備

・規定１９部門のうち、運営体制の整備が必要な５部門を対象とした研修会

や交流会の開催

対象部門：日本音楽、器楽・管弦楽、吟詠剣詩舞、弁論、新聞

（４）今後のスケジュール

・令和４～５年度 開催準備委員会の設置、大会基本方針検討等

・令和６年度 実行委員会の設置、大会開催準備等

・令和７年度 プレ大会開催等

・令和８年度 大会開催

３ 予算額

１，９５４千円（ １，９５４千円）

内訳 ・報償費 ２１６千円

・旅費 １，４７５千円

・需用費、使用料等 ２６３千円
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（新）県立高等学校再編整備構想検討事業

高校教育課

１ 目 的

少子化の時代にあっても、活力に満ちた魅力ある学校づくりを推進するため、

令和８年度からの第八次秋田県高等学校総合整備計画の方針づくりについて意見

聴取を行うとともに、老朽化が進む高校施設の今後の在り方について検討を進め

る。

２ 概 要

（１）統合等再編整備に関する外部委員会

学識経験者や産業・経済界関係者など、県内の様々な分野の方々を委員とし

た外部委員会を設置して幅広い視点からの検討を行う。

・委員 ３８名（全体委員 ５名、３地区委員 各１１名）

・委員の分野 学識経験者、産業・経済界関係者、ＰＴＡ関係者、

教育関係者、行政関係者、職員団体等

・開催時期等 令和４年６月～令和５年３月

全体協議会開催 ４回

地区協議会開催 ６回（各地区）

（２）県立高校整備の在り方に関する調査

老朽化が進む高校施設について、施設規模や建築手法等の他県の事例を調査

するとともに、将来にわたって効率的な管理が行える学校整備の在り方を検討

する。

・基礎調査 他県の事例や整備手法の分析をコンサルタント会社へ委託

・庁内検討 基礎調査報告を受けて、今後の学校整備の在り方を検討

３ 予算額

１４，４４４千円（ １４，４４４千円）

内訳 ・報償費、旅費 １，８７１千円

・委託料等 １２，５７３千円
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（新）県立高等学校地域留学支援事業

高校教育課

１ 目 的

県外から本県の高校に入学し高校生活を送ることで、将来的な「関係人口」の

創出・拡大を目指すとともに、全国から生徒が集まる魅力ある選択肢となるよう、

学校と地域の連携による特色化・魅力化を進める。

２ 概 要

（１）地域みらい留学への参加

・主催 一般財団法人地域・教育魅力化プラットフォーム

・対象 男鹿海洋高校（男鹿市と連携実施）

（２）全国生徒募集に係る広報活動

・中学生及び保護者に対する合同学校説明会、相談会の開催

・公式ＷＥＢサイトへの掲載

・報道機関への広報

・都市部の学習塾等への事業紹介

（３）全国生徒募集を起点にした地域ぐるみの高校魅力化推進

・高校魅力化のＰＤＣＡ推進に向けた研修・交流会の実施

３ 予算額

１，３９８千円（ １，３９８千円）

内訳 ・旅費、需用費 ３８１千円

・委託料 １３７千円

・負担金（地域みらい留学登録料） ８８０千円
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学校職員の定数に関する条例の一部を改正する条例案について

【議案第８２号】

高校教育課

１ 改正理由

児童生徒数の増減等に伴い、学校職員の定数を改める必要がある。

２ 改正内容

公立小学校等の職員定数を次のとおりとすることとする。（第１条～第３条関

係）

職員定数（単位：人）

区分

改正前 改正後 増減

公立の小学校、中 校長及び教員 4,886 4,818 △68
学校及び義務教育

学校 養護教員 307 300 △7

栄養教諭及び学校栄養職員 96 94 △2

事務職員 316 309 △7

県立高等 全日制 校長、教員、実習助手及び事務職員 1,896 1,881 △15
学校 課程

その他の職員 66 61 △5

定時制 校長、教員、実習助手及び事務職員 124 124 0
課程

その他の職員 8 8 0

通信制 教員及び事務職員 14 14 0
課程

その他の職員 1 1 0

県立特別支援学校 校長、教員、寄宿舎指導員及び事務職員 1,021 1,016 △5

その他の職員 76 76 0

計 8,811 8,702 △109

３ 施行期日

令和４年４月１日
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特別支援学校就労・職場定着促進事業

特別支援教育課

１ 目 的

職場定着支援員による定期的な職場訪問や卒業生と事業所双方への相談支援等

により、事業所の障害者理解を深め、職場定着につなげる。また、中学部段階か

らの職業教育を充実させ、一般就労希望者の増加を図る。

２ 概 要

（１）職場定着支援員の配置（１名）

・特別支援学校卒業生の就労先への訪問による勤務状況の確認と定着支援

・就労先からの情報収集と各特別支援学校への情報提供

・事業所の障害特性や合理的配慮等の理解促進活動

（２）職場定着対策会議の開催

・県内３地区に推進拠点校を各１校指定し、それぞれ年２回会議を開催

・内容 ①地域の関係機関との連携による職場定着、事業所の障害者理解等

の促進に係る意見交換

②中学部段階からの職業教育の充実を視点とした授業改善の検討

（３）中学部段階からの職業教育の充実

・働く力を育成するための作業学習充実に向けた備品等の整備

・高等部との連携による職場見学・実習などの体験活動の実施

・中学校特別支援学級との作業学習を通した職業教育の実施

（４）障害者理解の促進と実践発表機会の充実

・職業教育フェスティバル（全県）の開催

・職業教育フェア（県内３地区）の開催

３ 予算額

３，２５６千円（ ５千円 ３，２５１千円）

内訳 ・報酬等、共済費 ２，０００千円

・報償費、旅費 ５６８千円

・需用費 ２２８千円

・使用料 １３０千円

・備品購入費 ３３０千円
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教育的ニーズに応じた特別支援学校施設等整備事業

特別支援教育課

１ 目 的

平成３０年度からの「第三次秋田県特別支援教育総合整備計画」に基づき、地

域や各学校の実情に応じた校舎整備及び通学用バスの整備のほか、障害特性に応

じた学びを推進することにより、特別支援学校の教育の充実を図る。

２ 概 要

（１）特別支援学校スクールバス整備事業

新型コロナウイルス感染症対策として、乗車する児童生徒が多い経路にバス

を増便するため、大型バスを３台購入する。

対象校：栗田支援学校、ゆり支援学校、稲川支援学校

（２）特別支援学校学習環境設備事業

比内支援学校の校舎改築に伴う初度調弁（備品購入）等を行う。

（３）特別支援学校スクールバス感染症対策事業

新型コロナウイルス感染症対策として、登校時に乗車する児童生徒が多い経

路に、運行委託及び借り上げによりバスを増便する。

３ 予算額

２１１，９４９千円（ １９２，９０５千円 １９，０４４千円）

内訳 ・需用費 ７，９８２千円

・委託料 １２，７６０千円

・使用料 ８４，２５４千円

・備品購入費 １０６，３１３千円

・役務費、公課費 ６４０千円
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（新）“あい”で見守る！あんしんネット構築事業

生涯学習課

１ 目 的

子どもたちをネット上の有害情報やＳＮＳ等によるトラブルから守り、子ども

たちがインターネットを健全に利用できるよう、ＡＩ等を活用し、安全・安心な

利用環境を整え、社会全体の情報モラルの向上を目指す。

２ 概 要

（１）健全利用啓発事業

インターネット利用の低年齢化やＧＩＧＡスクール構想によるネット利用機

会の増加に対応するため、ネットの健全利用について講座や研修の機会を通じ

て、保護者や地域住民、教職員等への啓発を図る。

・低年齢化対応講座

・あきた県庁出前講座

・全校種の教職員を対象としたオンライン研修

・事業担当者を対象としたオンライン研修

（２）ネットパトロール事業

不用意な個人情報の掲載や誹謗中傷等の不適切な投稿を、ＡＩ（人工知能）

と有人調査とを組み合わせることで、迅速かつきめ細やかに監視し、トラブル

の未然防止と被害の拡大を抑制する。

・ＡＩを生かした不適切投稿の調査

・不適切な利用行動への対応

・ネットパトロールに係る検討会議

３ 予算額

４，９２７千円（ ４，９２７千円）

内訳 ・旅費 ９０千円

・委託料 ４，８３７千円
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（新）教育機関におけるデジタル化推進事業

生涯学習課

１ 目 的

コロナ禍により来館者と職員の接触が抑えられる中、博物館への来館者がＱＲ

コード等を活用して自ら探究を深め、また、誰もがインターネットを通じて博物

館に係る情報収集や疑似体験ができるよう、館内及びウェブサイトの環境を整備

する。

２ 概 要

（１）来館者が探究活動を深められる環境の整備

ＱＲコードによる展示解説の充実及び音声ガイドや大型モニター等による展

示解説のサポートを行う。

＜主な内容＞

①コンテンツ生成システムの制作

②ＱＲコードを活用した解説コンテンツの制作

③映像機器の整備（Wi-Fi対応モニター、プロジェクター、デジタルカメラ、
３６０度カメラ等）

（２）ウェブサイトのリニューアル

ウェブアクセシビリティ(※１)の向上と、デジタルアーカイブ(※２)機能の追

加によるデジタル資料の充実により、多様な利用者の学びに応える。

＜主な内容＞

①各種端末に対応できるウェブサイトの制作

②デジタルアーカイブの新設

※１ ウェブアクセシビリティ

高齢者や障害者を含めて、誰もがウェブサイト等で提供される情報や

機能を支障なく利用できること

※２ デジタルアーカイブ

デジタル化した資料の保存・整理整頓

３ 予算額

９，９０６千円（ ９，９０６千円）

内訳 ・委託料 ６，１４８千円

・備品購入費 ３，７５８千円
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（新）ニューノーマルに対応した体験活動構築事業

生涯学習課

１ 目 的

少年自然の家における活動を、ニューノーマルに対応できるよう充実させるこ

とで、有意義でダイナミックな体験の機会を確保するとともに、変化の激しい未

来社会を生き抜いていくために必要となる、子どもたちの自律性・協働性・創造

性等の豊かな心の育成を図る。

２ 概 要

（１）ニューノーマルに対応した環境の整備

活動の密を避けるために必要となる用具を整備することで、児童生徒の体験

活動の機会を保障する。

・活動の個別化や少人数利用に対応するためのソロテント、シュラフ、マッ

ト、飯ごうの整備（大館、保呂羽山、岩城に各４０セット）

（２）未来を生き抜く力を育む体験活動の充実

体験活動を指導する職員が、様々な活動事例や指導手法等について学ぶとと

もに、安全を十分に確保した上で体験活動を実施できる体制の充実を図る。

・指導担当職員の研修

・「体験活動支援員」の配置（大館、保呂羽山、岩城に各１名）

（３）体験活動プログラムの構築

本県が最重点の教育課題の一つとして位置付けている“「問い」を発する子

ども”の育成や、自律性・協働性・創造性等の育成に資する体験活動プログラ

ムの構築を目指す。

・プログラム構築委員会の開催

・プログラム集の作成

３ 予算額

８，１３５千円（ ４，０６６千円 ６千円 ４，０６３千円）

内訳 ・報酬等、共済費 ２，４３７千円

・報償費、旅費 ４５２千円

・需用費 ４，６９１千円

・役務費 ６５千円

・委託料 ４９０千円
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（新）青少年交流センター感染症対策事業

生涯学習課

１ 目 的

青少年交流センターの感染症対策のため設備整備等を実施し、衛生・安全面を

向上させる。

２ 概 要

（１）対象施設

青少年交流センター

（２）修繕・工事内容

・トイレ洋式化改修（研修棟４台）

・便座改修（宿泊棟１１台）

・館内フロアマット交換（全館分４，６２６．３㎡）

・ろ過装置更新（大浴場・中浴場）

・カードロックシステム更新

３ 予算額

４７，２８７千円（ ４７，２８７千円）

内訳 ・需用費 ４，３０３千円

・委託料 ３，９０８千円

・工事請負費 ３９，０７６千円
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（新）「未来につなぐＪＯＭＯＮ」世界遺産魅力アップ事業

生涯学習課文化財保護室

１ 目 的

世界遺産「北海道・北東北の縄文遺跡群」とその構成資産である大湯環状列

石及び伊勢堂岱遺跡を保存し、未来に確実に引き継ぐとともに、本県の縄文遺

跡を広くＰＲして活用につなげる。

２ 概 要

（１）世界遺産魅力アップ事業 ２３，０７６千円

大湯環状列石と伊勢堂岱遺跡の知名度向上を図るイベントを行うほか、県道

の移設に向けた概略設計を実施する。また、両遺跡の諸課題を地元とともに整

理し、保存活用基本構想を作成する。

・あきたの縄文遺産魅力発見イベントの開催

・あきたの縄文遺産学習資料作成

・大湯環状列石県道移設整備

・秋田県縄文遺跡群保存活用連絡会議の開催

（２）世界文化遺産継承事業 ６，６０７千円

「北海道・北東北の縄文遺跡群」を未来へ確実に継承するため、４道県連携

による資産の保全及びＰＲ活動等を実施する。

・縄文遺跡群保存活用協議会の開催

・国内フォーラムの開催

・ホームページ等による情報発信

３ 予算額

２９，６８３千円（ ８４０千円 ２８，８４３千円）

内訳 ・旅費 ７９５千円

・需用費、役務費等 ４３８千円

・委託料（イベント運営、県道設計等） ２２，２５４千円

・負担金（保存活用協議会等） ６，１９６千円
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運動部活動活力アップ支援事業

保健体育課

１ 目 的

スポーツ庁の「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を踏まえ、

各学校において運動部活動が適正に行われることにより、児童生徒が生涯にわた

って健康を保持増進し、豊かなスポーツライフを継続することができるよう、運

動部活動に対する支援や指導者の資質能力を育成することで、運動部活動の一層

の活力アップを図る。

２ 概 要

（１）部活動指導員配置事業 １８，１０１千円

部活動の質的な向上と教員の多忙化防止や働き方改革を支援するため、中学

校に部活動指導員を配置する。

・配置予定数：６９人（令和３年度配置数：３７人）

【継続】鹿角市：４人、大館市：１０人、能代市：７人、秋田市：１８人、

由利本荘市：７人、にかほ市：１人、大仙市：２人、湯沢市：９人

【新規】北秋田市：３人、男鹿市：１人、潟上市：３人、仙北市：３人、

県立中学校（横手清陵学院中学校）：１人

（２）秋田型運動部活動サポート事業 ３，３９２千円

・指導者のコーチングスキルアップ

競技力向上指導者サミットや望ましい運動部活動経営研修会の開催等

・運動部活動活力アップの支援

中・高合同練習会への補助や食に関する栄養指導講演会の開催等

・高校野球強化支援

強化招待試合等への補助やアドバイザーを活用した技術指導の開催等

３ 予算額

２１，４９３千円（ ８，９８６千円 １２，５０７千円）

内訳 ・報酬等 ９２０千円

・補助金 １９，０５１千円

・使用料 ９０千円

・報償費、旅費等 １，４３２千円
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